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令和８年２月 令和７年度小樽市地域密着型サービス事業所集団指導



運営指導について
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●運営指導は、国からの通知等で６年間に1回は実施することと
されている（居住系・施設系サービスは３年間に１回実施）

本市では令和５年度まではすべてのサービス種別に対し、６年間に概ね2回
（更新前・中間）の３年ごとに実施。その他、指導が必要と判断した事業所
に適宜実施していた。

➡令和６年度からは、介護事業所の人材確保困難や事務量の増大
等の運営状況を鑑み、国の指導指針に沿った頻度で実施してい
る。その他、指導が必要と判断した事業所に適宜実施。



令和６年度
運営指導について
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令和７年度
運営指導について

●実施期間

令和６年８月２２日～
令和６年１１月１４日

【実績】

・地域密着型サービス事業所 13件（予定数13件）

・居宅介護支援事業所 ８件（予定数 9件）

・介護予防支援事業所 0件（予定数 0件）

計 21件 (予定数22件)

●実施期間

令和７年６月２４日～
令和７年１１月２０日

【実績】

・地域密着型サービス事業所 1８件（予定数1９件）

・居宅介護支援事業所 ７件（予定数 ８件）

・介護予防支援事業所 １件（予定数 １件）

計 2６件 (予定数2８件)
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令和７年度 運営指導について

令和６年4月1日付けの介護報酬改正による運営基準・算定基準に基づ
き、運営指導を実施した。

例年多い指摘事項に加え、令和６年度に新たに変更・追加の
あった基準に抵触していることによる指摘が見られた。

今一度、運営基準(赤本)・
算定基準(青本)の確認をお願いします。
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令和６・７年度 運営指導結果一覧

依然として「運営規程・
重要事項説明書」「介護
計画」の指摘が多数！

令和６年度からは「身体
的拘束・虐待」「衛生管
理等」の義務化に対応で
きていない事業所が多く
見られた

【その他の内訳(Ｒ7）】
ハラスメント防止措置未整
備 １件

広告内容の相違 1件 他

指摘の多い上位
３事項は…

「例年どおり」
です



令和７年度 運営指導結果
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★令和７年度運営指導では、令和６年度介護報酬改定による新基準に対する

指摘事項（令和６年度から義務化となった項目も含む）が多く見られた

令和５年度末（令和６年３月末）まで経過措置期間（努力義務）であった

が、令和６年度から義務化された項目について、特に多く見られた。

これまで比較的指摘の少なかった、衛生管理等（感染症予防対策に係る事

項）、身体的拘束・虐待の項目における指摘が増加した。



令和７年度 運営指導結果
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主な指導事項（体制・運営面）

・内容及び手続の説明及び同意について
・重要事項説明書、運営規程に関するもの
・介護計画、介護記録に関するもの

◆重要事項説明書と運営規程の内容の整合性がとれていない

◆重要事項として第三者評価の実施状況についても、利用者及びその家族

に説明を行ったうえで同意を得ること

◆介護計画の作成において、運営基準に抵触している

◆介護記録が適切に記録されていない
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１ 重要事項説明書・運営規程について

指摘が多い内容は、

① 現状を正しく反映していない

➡重要事項説明書：現在取得していない加算が記載されている or

現在取得している加算が記載されていない など…

運営規程：虐待防止措置が記載されていない など… 盛り込むべき項目が記載されていない

② 重要事項説明書と運営規程の整合性が図られていない

③ 第三者評価の実施状況の記載がない

➡実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況を重要

事項説明書等に記載し、利用者及びその家族に説明を行ったうえで同意を得ること

運営基準 第３条の７（準用）
【内容及び手続の説明及び同意】他



２ 介護計画・記録について
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指摘が多い内容は、

① 介護計画の説明、同意、交付に関すること

➡「利用者又はその家族へ説明」し「利用者の同意」を得て「利用者へ交

付」しなければならないが、適正に実施していなかったり、記録に残して

いないため、確認できない

② 介護計画の期間との整合性に関すること

➡サービス担当者会議開催日や同意日が介護計画期間の初日を超えている

運営基準
【 具体的取扱方針 】
【 計画の作成 】



２ 介護計画・記録について
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◆介護計画に対する指摘で多い内容は、

③ モニタリングに関すること ※短期目標を位置付けている場合

➡短期目標に対するモニタリングは行っているが、長期目標に対するモニタ

リングを行っていない

運営基準
【 具体的取扱方針 】
【 計画の作成 】



２ 介護計画・記録について ～指摘内容の具体例①～

○介護計画の同意について、利用者名の署名がなく、代筆した利用者の家族の署名

だけが記載され、本人へ説明と同意を得るプロセスを経たか不明なものがみられた。

○介護計画を利用者へ交付したことについて、支援経過等に記録がないため交付した

ことを確認できない。

➡説明、同意、交付について、記録等がないため、第三者が確認できないケースが

多く見られています。必ず記録等を行ってください。
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２ 介護計画・記録について ～指摘内容の具体例②～

○長期・短期目標を変更する根拠となる、利用者の心身の状況、希望及びその置かれ
ている環境についての情報収集や課題の分析（以下「アセスメント」という。）の
記録がなく、次回の介護計画を新たな内容に変更していたことが確認された。

○居宅介護支援事業所をはじめとする関係機関から情報提供されたものを、原書の
ままアセスメントとして使用し、通所介護計画を作成している。
➡アセスメントが十分に実施されていないケースが散見されています。
アセスメント実施日、実施内容を記録してない場合も多く見られています。

○長期目標と短期目標が利用者の目標ではなく、介護従業者の目標になっている。
➡利用者主体の目標ではなく介護者の目標と読み取れる表現となっているので、
利用者自身が主体となるよう目標を設定し、利用者の意思を反映した個別性の
あるケアプランを作成することを期待します。
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具体的取扱方針 計画の作成

地域密着型サービス指定基準

定期巡回随時対応型訪問介護看護 ３条の24３条の22

夜間対応型訪問介護 10条 11条

地域密着型通所介護 26条 27条

認知症対応型通所介護 51条 52条

小規模多機能型居宅介護 73条 77条

認知症対応型共同生活介護 97条 98条

地域密着型特定施設入居者生活介護 118条 119条

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 137条 138条

看護小規模多機能型居宅介護 177条 179条
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■地域密着型通所介護計画の作成について

【基本的取扱方針】 指定基準第２５条より抜粋

利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標
を設定し、計画的に行われなければならない。
自らその提供する指定地域密着型通所介護の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。

【具体的取扱方針】 指定基準第２６条より一部抜粋

地域密着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利
用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を
行うものとする。
常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機

能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。
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（地域密着型通所介護計画の作成）

第二十七条 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその
置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス
の内容等を記載した地域密着型通所介護計画を作成しなければならない。

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅
サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、
その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を作成した際には、
当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通所介護計画
に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。

15



■地域密着型通所介護計画の作成にかかる一連の業務の流れ

□アセスメント

居宅訪問、面談、介護支援専門員や関係機関からの情報提供
（サービス担当者会議での情報を含む）を基に、利用者の心身
の状態やニーズ・社会的環境等を的確に把握・分析し、サービ
ス提供によって解決すべき課題を明かにすること。

地域密着型通所介護計画の作成時・変更時
には、必ず事前にアセスメントを行うこと。 アセスメント記録は必ず作

成し、実施日の記載を忘れ
ないようにしましょう。

Point!
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■地域密着型通所介護計画の作成にかかる一連の業務の流れ

□計画の作成

１．アセスメントに基づき、目標や具体的なサービス内容等を記載する。

1．サービス提供に関わる従業員が共同して作成する。

２．既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス
計画の内容に沿って作成しなければならない。

【作成方法】

Point!

スタッフ会議等、
関係職員間で検
討するなど、共同
して計画作成し、
記録を残すこと

【作成内容】

Point!
その他の主な記載事項として、計画作成日、サービス提供時間（送迎を除く）、日課
（プログラム）の記載は必須。さらに目標の対象期間について記載しても良い。
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■地域密着型通所介護計画の作成にかかる一連の業務の流れ

□計画の作成

２．利用者の同意、そして交付をします。

１．計画について、利用者及びその家族に対して説明します。

【作成したら】

Point!

1．説明・同意・交付の年月日を明記するよう注意
2．利用者本人の同意が必要であるため、同意欄に本人が署名できない場合は、
利用者氏名、代筆者氏名、代筆者との関係（続柄）、代筆理由を記載すること。

3．当該計画でサービス提供を開始するまでに、同意を得ること。

18



■地域密着型通所介護計画の作成にかかる一連の業務の流れ

□サービス提供

□モニタリング・評価

１．地域密着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況の記録

１．地域密着型通所介護計画に従った目標の達成状況の記録

2．サービス実施状況や評価の説明

19



(３) 地域密着型通所介護計画の作成
① 基準第27条で定める地域密着型通所介護計画については、介護の提供に係る計画等の作成に関し経験
のある者や、介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを行わせるものとし、
当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に当該計画のとりまとめを行わせる
ことが望ましい。

② 地域密着型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作成する
ものである。

③ 地域密着型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこととしたもので
ある。なお、地域密着型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該地域密着型
通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。

④ 地域密着型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成され
なければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、指定地域
密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、その内容等を説明した
上で利用者の同意を得なければならず、また、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければな
らない。
なお、交付した地域密着型通所介護計画は、地域密着型基準第36条第２項の規定に基づき、２年間保存

しなければならない。

⑤ 地域密着型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、その実
施状況や評価についても説明を行うものとする。

(解釈通知より抜粋)

20



◆認知症対応型共同生活介護計画における一連の業務における留意点について

（１）主治医の診断書等により認知症であることを確認します。

（２）介護保険被保険者証に入所日及び事業所名（ユニット名含む）を記入します。

（運営基準第94条第2項）

（運営基準第95条第1項）

・入居する前に確認してください。（診断書等の日付が入居日よりも前になっていること）
・診断書等とは、主治医の診断書の他、主治医意見書や診療情報提供書も有効とします。
ただし、病院名、主治医氏名、診断日（記載日）が明確に記載されていること、
認知症と明確に記載されていることが必要です。

・ユニット名称も忘れずに記載しましょう。

（３）利用者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握をします。 （運営基準第94条第4項、第98条第3項）

・居宅介護支援事業所の介護支援専門員と契約している場合は、利用者や家族の同意の上で、情報提供をしても
らい把握します。
・既往歴や服薬状況等、主治医等と連絡を取って把握します。

入

居

時

ア
セ
ス
メ
ン
ト

21



ア
セ
ス
メ
ン
ト

（４）情報収集と課題分析
利用者の希望や環境等の情報も把握した上で、課題（ニーズ）を抽出します。

（運営基準第98条第3項）

・アセスメント項目は、課題分析標準項目（23項目）を準用すること。
（介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について／H11.11.12老企第29号）

【留意点】

アセスメントでは、情報収集による現状の把握に加え、将来の予測として悪化の危険性や改善の
可能性を検討しましょう。

特に、利用者の有する強み（能力や環境）について理解することや、マズローの欲求段階等を踏
まえた視点を持ってアセスメントを実施してください。

ケ
ア
プ
ラ
ン
原
案
作
成

（５）スタッフ会議（サービス担当者会議）の開催
アセスメントを基に、目標、当該目標を達成するための具体的なサービス
内容について、検討します。

・スタッフ会議は、介護支援専門員、計画作成担当者、介護職をはじめとして、できるだけ多職種が参加し、必ず記録
を残しましょう。（日時、参加者、内容の記載は必須）

（運営基準第98条第3項）

22



（６）目標の設定
課題（ニーズ）を踏まえ、目標を設定します。 （運営基準第98条第3項）

・利用者を主体とした目標の設定をすること。（支援者の目標にならないように注意）
・要介護度認定の有効期限内に実現可能な目標を設定してください。
・目標の設定の際は、長期目標及び短期目標を設定することが望ましい。

ケ
ア
プ
ラ
ン
原
案
作
成

①長期目標
・抽象的な表現ではなく、具体的な表現で記載してください。
・有効期間は、課題（ニーズ）の充足に向けて設定した目標が達成できると見込まれる期間を設定すること。
※目標によっては、要介護度認定の有効期限に設定することも可

②短期目標
・課題（ニーズ）や長期目標に段階的に対応し、解決に結びつける目標を設定する。
・期間は、長期目標の達成のために踏むべき段階として設定した「短期目標」が達成できると見込まれる
期間を設定すること。

【目標の達成期間の設定】
目標の達成期間については、「〇カ月」という定めはありません。基本的には、介護支援専門員の監督のもと、計画作成担当者がアセスメ
ント等を実施した上で、個々の目標の達成に合わせて設定するものです。
しかし、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について／H11.11.12老企第29号」において、認定の有効期間を考慮
するものとされていることから、少なくとも目標達成期間は認定の有効期間を超えない範囲で設定することが必要です。
つまり、長期目標（〇年〇月〇日～〇年〇月〇日←認定の有効期限）と設定することは可能です。
また、短期目標は、長期目標の期間を超えて設定することは出来ませんし、段階的に設定することが原則です。
※時折、短期目標は3か月が良いでしょうか？６か月が良いでしょうか？という質問がありますが、そもそも目標の期間設定は、事業所として

一律で設定するものではなく、個々の利用者の状況等を踏まえて設定するものですから、計画原案作成時にスタッフ会議等にて十分に検討
しましょう。
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（７）具体的なサービスの内容を記載 （運営基準第98条第3項）

・目標を達成するためのより具体的なサービス内容（援助内容）を記載してください。
・本人や家族が取り組むことについても記載しましょう。

ケ
ア
プ
ラ
ン
原
案

作
成

ケ
ア
プ
ラ
ン
作
成

（８）利用者または家族への説明 （運営基準第98条第４項）

・ご家族が遠方に居住されている場合には、郵送等で計画を送付し、電話等で説明するなどして説明を行い、
その日付等（誰が、いつ、誰に、どういう手段で、何をしたか）を記録しましょう。

（９）利用者の同意と交付 （運営基準第98条第４項及び第５項）

・利用者本人の同意が確認できることが必要です。
①本人が署名できる場合：同意日、本人の署名（自署）にて確認する。（電子署名も可）
②本人が署名できない場合：本人が同意していることを確認した上で、署名を代筆する場合は、本人氏名、代筆者
氏名、本人との関係（続柄）、代筆理由を記載すること。

・目標の達成期間の開始よりも前に、利用者本人の同意を得ること。
・利用者に計画を交付したことを記録（５W１H）すること。
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（10）実施状況の把握
利用者の状況を把握し、計画に定めた目標の達成度等について検討を行います。

（運営基準第98条第６項）

・実施状況の把握には、利用者との面接の他、日々の介護記録や介護スタッフ等との連絡を取るなど、
利用者に関わる多職種の意見を踏まえて把握してください。
・実施状況の把握（モニタリング）は、月１回以上行うことが望ましいが、設定した目標（短期目標）の
達成期間を更新する際には、必ず実施し記録をすること。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

ケ
ア
プ
ラ
ン
変
更(

更
新)

（11）認知症対応型共同生活介護計画の変更
実施状況の把握（モニタリング）の結果、必要があれば適宜、計画を変更します。

（運営基準第98条第6項、第７項）

【計画の変更時の留意事項】
・目標に長期と短期の設定をしている場合は、長期目標だけではなく、短期目標の変更時（目標達成期間の更新）も
（11）が適用されます。
・モニタリング(アセスメント含む)等の結果、設定した短期目標やサービス内容等に変更がなく、単に短期目標の目標達
成期間を 延長するだけの変更については、改めて目標達成期間を設定し当該計画を作成する等、(３)～(９)の一連の
業務を行うこと。
また、当該変更を軽微な変更として判断した場合は、計画の変更箇所の冒頭に変更時点を明記し、同一用紙に見え
消し修正を行い、支援経過記録等に軽微な変更として取り扱った旨を記載するとともに、利用者及び家族にも軽微な
変更の内容を説明し、利用者の同意を得て記録することも可とします。ただし、長期目標や目標（長期と短期に分け
ていない場合）の更新・変更時および要介護認定の更新・変更時には、軽微な変更としては取り扱うことを不可とす
る。

・計画の変更とは、設定した目標（目標達成期間も含む）や具体的なサービス内容等の変更のことです。
・変更時には、(３)～(９)の一連の業務を行うこと。
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３ 身体的拘束・虐待について

26

指摘が多い内容は、

① 身体的拘束等の適正化のための指針の整備について

※認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護のみ

② 虐待防止のための指針の整備について

➡①、②とも、
解釈通知において当該指針に盛り込むこととなっている項目の
一部が盛り込まれていない

運営基準 第３条の38の2（準用）
【虐待の防止】

運営基準
【具体的取扱方針】

運営基準に則った適正な措置を講じていない場合は…

◆身体拘束廃止未実施減算（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（体制加算一覧表）「基準型」➡「減算型」）

◆高齢者虐待防止措置未実施減算（体制加算一覧表「基準型」➡「減算型」）



４ 衛生管理等について

27

指摘が多い内容は、

① 感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備について

➡解釈通知において当該指針に規定すること、必要とされていることの

一部が記載されていない。

② 感染症の予防及びまん延の防止のための研修、訓練を行っていない

➡訓練においてシミュレーションや実地が行われていない

③ 感染対策委員会の結果を従業員に周知徹底を図っていない

➡①、②は③と比較して指摘件数は少ないが、散見されている。

運営基準 第3条の31第3項
第33条第2項（準用）
第151条第2項

【衛生管理等】



５ ハラスメント防止措置について

28

職場におけるハラスメント防止のための措置に関する指摘件数は、令和５年度6件、
令和６年度２件、令和７年度１件となっている。

指摘が多い内容は、

① 職場におけるハラスメントを防止するための方針の明確化等の必要な措置が未整備

➡令和４年４月１日から義務化となっているため、早急に必要な措置を講じること

運営基準 第3条の30第5項
第30条第4項（準用）
第103条第4項
第149条第4項

【勤務体制の確保等】

※※上記は、あくまでも職場内におけるセクハラ、パワハラに関するものです。

介護事業所に対する利用者やその親族等の執拗なクレーム等により、業務に支障が出る
など、いわゆる「カスタマーハラスメント」が深刻さを増しています。
運営基準の解釈通知では、カスハラ対応は「事業主が講じることが望ましい取組につい

て」とされています。介護職員を守ることはその他の利用者の安心・安全にもつながりま
すので、是非対応をご検討ください。



６ 掲示について

29

運営基準第３条の３２第３項より、

令和７年４月１日から、原則として重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。とされています。

ウェブサイトとは以下のとおりです。

◆法人ホームページ等

◆介護サービス情報公表システム

なお、解釈通知にウェブサイトへ掲載する際の留意事項等が示されていますので、

詳細については、運営基準第３条の３２第３項及びその解釈通知を確認してくださ

い。

運営基準 第3条の32（準用）
【 掲示 】



７ 運営推進会議について

30

運営推進会議に関する指摘はほとんどなく、多くの事業所にお

いて運営基準に則って適切に開催されている。

運営推進会議の構成メンバーには利用者・家族・地域住民の代

表者（町内会、民生委員等） 行政職員等を位置付けることとされ

ているが、地域住民の代表者の参加がない事業所も散見される。

運営推進会議は地域に開かれたサービスとすることで、サービ

スの質の確保を目的に設置するものなので、地域住民の代表者の

積極的な参加が望まれる。

地域密着型サービス事業所は地域との結び付きを重視する

よう求められている。
（運営基準第３条第2項 指定地域密着型サービスの事業の一般原則）



地域との連携

地域密着型サービス指定基準

定期巡回随時対応型訪問介護看護 ３条の37

夜間対応型訪問介護 16条

地域密着型通所介護 34条

認知症対応型通所介護 34条(準用)

小規模多機能型居宅介護 34条(準用)

認知症対応型共同生活介護 34条(準用)

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

34条(準用)

34条(準用)

34条(準用)

31



32

【重要】 運営指導で確認する項目について

本市では、小樽市指定地域密着型サービス事業者等運営指導実施要綱及び要領に基づき運営

指導を実施しています。

上記は、厚生労働省が作成した「介護保険施設等運営指導マニュアルについて」の内容を反

映しています。

また、当日の確認項目については、同マニュアルの「別添 確認文書・確認項目一覧」に沿っ

て確認しており、指導の標準化・効率化を図り、適切な指導に取り組んでいます。

確認文書・項目はサービス種別ごとに異なりますので、下記を参考にしてください。

◆厚生労働省ホームページ 「介護保険施設等運営指導マニュアル」

👉 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/shidou/index.html

◆運営指導マニュアル本文（PDF）

👉 https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001281524.pdf

◆別添 確認文書・確認項目一覧（PDF)

👉 https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001281525.pdf



＜参考＞
令和６年度 介護報酬改定のおさらい

33

令和５年度末で経過措置が終了し、令和６年度から義務化された
内容を掲載します。
※令和６年度介護報酬改定内容をすべて掲載しているわけではありません。詳細は赤本・青本を
確認してください。

今一度下記の内容を確認し、運営基準（赤本）・算定基準（青
本）に沿って適正な事業所運営が図られているかをチェックして
ください。
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➊感染症対策の強化（全サービス） 

●運営基準  

衛生管理等 

・第３条の３１第３項（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）   

・第 33 条第２項（準用）（地域密着型サービス ※地域密着型介護老人福祉施設を除く） 

・第１５１条第２項（地域密着型介護老人福祉施設：赤字部分が追加され、頻度は置き換えになります） 

・第２１条の２（居宅介護支援） 

・第２０条の２（介護予防支援） 

 

一 感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６か月に

１回（３か月に１回）以上開催するとともに、その結果について従業者※に周知徹底を図ること。 

                           ※下線部はサービス種別により読み替える 

二 感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること 

三 従業者に対し、感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための研修及び（並びに感染症の予 

防及びまん延防止のための）訓練を定期的に実施すること 

 

 

 

 
 

令和５年度末で経過措置を終了する介護報酬の改定事項があります 

「研修や訓練を定期的に」って

書いてあるけど、年に何回行う

と「定期的」って言えるの？ 

赤本の右側の解釈通知に載っています！ 

サービス種別によって違うから、確認し

てみよう！ 
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➋業務継続に向けた取組の強化（全サービス） 

感染症や災害発生時において、利用者に継続的なサービス提供を実施するため、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画を策定し、従業者に周知し、研修及び訓練を定期的に実施すること、また、定

期的に計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行うこと。 
 

◎感染症に係る業務継続計画に以下の項目等を記載すること 

 ・平時からの備え（体制構築、整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

 ・初動対応 

 ・感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

◎災害に係る業務継続計画に以下の項目等を記載すること 

 ・平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必需品

の備蓄等） 

 ・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

 ・他施設及び地域との連携 

※このほか、想定される災害等は地域によって異なるため、項目については実態に応じて設定すること。 
 

◆介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修／厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html 

◆福祉・介護事業所等における業務継続計画（BCP）の作成について／小樽市 

https://www.city.otaru.lg.jp/docs/2021020900017/ 
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➌認知症介護基礎研修の受講の義務付け（全サービス） 

認知症介護基礎研修は、認知症介護に関する基礎的な知識・技術を修得するための研修であり、介護に関

わる全ての方の認知症対応力を向上させていく観点から、介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資

格を有さない方について、この研修の受講が令和６年４月１日より義務づけられます。 

◆詳細については、北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課ホームページをご覧ください。 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/ninchisyo/04kiso.html 

※北海道では令和４年４月１日から e ラーニングで実施しています。 

※次の資格等を有する方について、受講は不要です。 

看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活

援助従事者研修修 了者、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、

社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理

栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等 
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➍高齢者虐待防止の推進（全サービス） 

虐待の発生又はその再発を防止するための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果を従業者

に周知するとともに、指針を整備し、定期的に研修を実施すること。また、これらを適切に実施するための

担当者を置くこと。 

・委員会は管理者を含む幅広い職種で構成し、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが

望ましい。 

・委員会は事業所内の他の会議体と一体的に設置・運営も可能 

・虐待事案は、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報とは限らないため、個別の状況に応じて

慎重に対応すること。 

※委員会で検討する事項や指針に盛り込む項目、運営規程の内容については、赤本の解釈通知を確認してく

ださい。 

 運営規程に「虐待の防止のための措置に関する事項」を定めること。内容は虐待防止に係る組織内の体制

（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応

方法等を指す内容であること。 
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➎施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化（施設系サービス） 

 ●運営基準 

口腔衛生の管理 

・第 143 条の 3  

 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことが

できるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなけれ

ばならない。 

※「計画的に」とは、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔衛生の管

理に係る技術的助言及び指導を年２回以上実施することです。 
 

➏施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実（施設系サービス） 

栄養マネジメント加算の要件を包括化することを踏まえ、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立

した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行うこと。 

●運営基準 

・（現行）栄養士を１以上配置 → （改正後）栄養士又は管理栄養士を 1 以上配置 

・入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状 

態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

※経過措置期間終了後、栄養ケア・マネジメントが実施されていない場合は、基本報酬が減算となりますの

で注意してください。 
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令和８年度 運営指導について

・令和7年度から引き続き、国の指針に基づき、指定更新期間内（６年間）に１回以上の頻
度で実施します。また、居住系・施設系サービスは3年に１回以上の頻度で実施します。

・令和８年６月頃を目途に開始予定です。

・年30か所（地域密着型サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所）
程度を予定しています。

・対象事業所は運営指導日の近くで感染症のまん延が判明した場合は、速やかに御連絡
ください。延期等を総合的に判断します。

・事業所へのお知らせは、概ね運営指導の2か月前に電話で日程調整し、4週間前までに
案内通知を行っています。
皆様の御協力をよろしくお願いいたします。


